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1. 背景・目的 

 

道路やその他の交通施設の効果は，直接効果中心に評

価されることが多い．しかし，都市の土地利用や個人・

企業の立地といった間接的な効果も非常に大きい．この

ため，交通と立地を同一のフレームワークで扱うことが

望ましい．これまで，様々な土地利用モデル，応用都市

経済モデルが開発されている．本研究は道路整備の便益

評価を詳細に行うと同時に，道路整備が立地に及ぼす影

響を把握可能なモデルの開発を目的とする．  

これまで，通常の交通ネットワーク均衡で考慮される

経路選択に加え，立地均衡を扱ったモデルとして，

Anas
1)や赤松・半田2)は住宅立地のみを，武藤・上田ら3)

は住宅立地と企業立地を，堤・宮城・山崎4)は更に建物

市場を加えて扱っている．本研究は，文献3と同様の立

場であるが，交通施策ではなく道路整備事業へのモデル

適用を，従来より小規模なゾーン設定で試みる． 

 

2. 交通立地等号均衡モデルの定式化 

 

(1) 従業者行動 

 従業者の行動は，勤務地，居住地，経路の3つの選択

によって構成され，図-1に示すようなNested LOGIT型モ

デルによって表現されるとする． 

 経路の選択は，経路の所要時間により，(1)式で表現

する．これは所要時間の短い経路を選択することを表す． 

𝑓𝑘
𝑖𝑗

= 𝑞𝑖𝑗

𝑒−𝜃1𝑐𝑘
𝑖𝑗

∑ 𝑒−𝜃1𝑐𝑘
𝑖𝑗

𝑘∈𝐾

                           (1)
 

 居住地の選択は，地代と，居住地と勤務地間の期待最

小コストによって決まるとし，(2)式のように表現され

る．これは，地代及び期待最小コストが小さい居住地を

選択することを表す． 

𝑞𝑖𝑗 = 𝑦𝑖

𝑒−𝜃2(𝑟𝑖+𝜎𝑖𝑗)

∑ 𝑒−𝜃2(𝑟𝑖+𝜎𝑖𝑗)
𝑗∈𝐽

                       (2) 

 勤務地選択は，賃金とゾーン内の期待最小コストによ

って決まるとし，(3)式のように表現される．これは，

賃金率が高く期待最小コストが小さい勤務地を選択する

ことを表す． 

𝑦𝑖 = 𝑛
𝑒−𝜃3(𝜎𝑖−𝑊𝑖)

∑ 𝑒−𝜃3(𝜎𝑖−𝑊𝑖)
𝑖∈𝐼

                         (3) 

ここで，𝑓𝑘
𝑖𝑗
：ij間の経路kの交通量，𝑞𝑖𝑗：ijの交通量，

𝑦𝑖：ゾーンiの従業者数，σ𝑖 , σ𝑖𝑗：期待最小コスト，𝑟𝑖：

地代，𝑊𝑖：賃金率，𝑐𝑘
𝑖𝑗
：ij間の経路kの旅行時間，n：全

世帯数，𝜃1, 𝜃2, 𝜃3：ロジットパラメータである． 

 

(2) 企業行動 

 企業の行動として，立地のみを考慮し，対象圏内の居

住者のみが労働者になるという2つの仮定をおき，利潤

最大化行動のもと，(4)式のように企業行動を表現する． 
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ここで，𝑌𝑖：ゾーンi の企業数，N：全企業数，

∏ = 𝑝𝑧𝑖 − β𝑊𝑖 − γ𝑅𝑖𝑖 ：ゾーンi の企業利潤，κ：ロジ

ットパラメータである．ただし，β：1企業が必要な従

業者数，γ：1企業が必要な土地面積，𝑧𝑖：ゾーンi 内企

業の生産量である． 

 

(3) 土地所有者の行動 

 土地所有者が土地配分行動は，以下の3式で表現する． 

𝑙𝑖 = 𝐷𝑖

𝑒𝜇𝑟𝑖

𝑒𝜇𝑟𝑖 + 𝑒𝜇𝑅𝑖 + 𝑒𝜇𝜌𝑖
                         (5) 

𝐿𝑖 = 𝐷𝑖

𝑒𝜇𝑅𝑖

𝑒𝜇𝑟𝑖 + 𝑒𝜇𝑅𝑖 + 𝑒𝜇𝜌𝑖
                         (6) 

𝑚𝑖 = 𝐷𝑖

𝑒𝜇𝜌𝑖

𝑒𝜇𝑟𝑖 + 𝑒𝜇𝑅𝑖 + 𝑒𝜇𝜌𝑖
                         (7) 

 
図-1 従業者の選択行動 

勤務地1 勤務地2 ...勤務地i

居住地1 居住地2 ...居住地i

経路1 経路2 ...経路i

勤務地選択

居住地選択

経路選択
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ここで，Di：ゾーンi の全面積，li：ゾーンi の居住地面

積，Li：ゾーンi の業務地面積，mi：ゾーンi のその他の

土地面積である．ただし， 1 つの世帯が必要な土地面

積を 1単位として考える． 

 

(4) 等価な最適化問題 

 本モデルは以下のような最適化問題で定式化できる． 
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− 𝜌𝑖𝑚𝑖                 (8)
 

𝑞𝑖𝑗 = ∑ 𝑓𝑘
𝑖𝑗
     ∀𝑖 , ∀𝑗

𝑘∈𝐾

                       (9)
 

𝑦𝑖 = ∑ 𝑞𝑖𝑗         ∀𝑖  

𝑗∈𝐽

                         (10)
 

𝑛 = ∑ 𝑦𝑖                 

𝑖∈𝐼

                         (11)
 

𝑁 = ∑ 𝑌𝑖                 

𝑖∈𝐼

                         (12)
 

𝛽𝑌𝑖 = 𝑦𝑖                      ∀𝑖                           (13) 

𝐷𝑖 = 𝑙𝑖 + 𝐿𝑖 + 𝑚𝑖       ∀𝑖                       (14) 

∑ 𝑞𝑖𝑗

𝑖∈𝐼

= 𝑙𝑗                        ∀𝑖                          (15)
 

𝛾𝑌𝑖 = 𝐿𝑖                      ∀𝑖                           (16) 

 

3. 数値計算例 

 

構築した交通・立地等号均衡モデルの計算例を示す．

ゾーン1はCBD，ゾーン2は郊外地を想定する図-2のよう

な2つのゾーンで構成される地域を対象とする．リンク

旅行時間はBPR関数により与えられる．リンク1・リン

ク4の旅行時間関数は， 

𝑡𝑎 = 60 {1 + 0.15 (
𝑥𝑎

5
)

4

}    (𝑎 = 1,4)               (17) 

であり，リンク2・リンク3の旅行時間関数は， 

𝑡𝑏 = 60 {1 + 0.15 (
𝑥𝑏

10
)

4

}    (𝑏 = 2,3)               (18) 

とする．ここで，x1，x2，x3，x4：各リンクの交通量，t1，

t2，t3，t4：各リンクの旅行時間である． 

その他数値計算の設定条件を表‐1のように設定した． 

上記の設定による数値計算結果を表‐2に整理した．  

 以上のように，単純な問題設定において，モデルの計

算を行い，検証を行うことができた．現実的な道路整備

事業に適用できるか検討するため，図‐3に示した金沢

都市圏にモデルの適用を行う．適用結果は公演時に示す． 
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図-2 数値計算例の地域・ネットワーク 

 

表-1 計算に使用した設定値 

 
 

表-2 数値計算結果 

 
 

 
図-3 金沢都市圏 道路ネットワーク図 
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